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研究要旨 

生活習慣病予防のための身体活動・運動を阻害する身体的要因として、運動器の痛みや機能低下
は広く認識されている。こうした運動器の要素に対し、評価と対策を行うことが必要であるが必
ずしもその体制は整っていない。本研究ではメタボリックシンドロームの特定健診・保健指導の
中に腰痛・膝痛に代表される運動器の障害の視点を導入した。ロコモティブシンドロームは運動
器の状態を統合的にとらえる概念として、近年提唱されており、本研究ではその概念整理を行う
とともに基準値設定に向けたデータ収集と解析を行った。それと同時に糖脂質代謝疾患と運動器
の健康度との関連性を明らかにすることを試みている。研究３年目の２６年度は人間ドック、介
護認定の現場からロコモの程度と生活状態の関連性を明らかにした。その結果コホート調査の継
続を行い、メタボとロコモの関連性についてのデータを得ることができた。その結果ロコモ度テ
ストは要介護のリスクを評価するうえで妥当な尺度であることが示唆された。また、ロコモとメ
タボの関連性からは肥満と運動器の障害が疼痛を軸に密接に関連していることが明らかとなっ
た。これまでの結果とあわせ、移動機能の低下に向かう悪循環を生じうることが示唆された。 
 本研究により、ロコモの客観・定量的な評価法確率に向かっての準備が整うとともに、運動器
とメタボの双方を包括的に評価することが、移動機能の維持には必要であることが明らかとなっ
た。健康寿命の延伸に向けて今後の健康政策に向けての方向性が示されたと考える。 

 

（国立障害者リハビリテーションセンター 運動
機能系障害研究部長） 
 
Ａ．研究目的 

生活習慣病予防のための身体活動・運動を阻
害する要因として、社会的要因と身体的要因
があげられる。社会的要因としては、低収入、
長い就労時間、社会支援の欠如などがあげら
れている。一方、身体的要因としては運動器

の痛みや機能低下が関係すると言われてい
る。国民生活基礎調査では、腰や手足の痛み
を訴える者が、長年上位を占め、有訴者数の
みならず受診者数も年々増加している（平成
22年国民生活基礎調査・世帯員の健康状況）。
これらの運動器の問題は、近年では運動器症
候群：ロコモティブシンドローム（ロコモ）
と定義され、社会生活機能、自立度、生活の
質の低下の要因であることが疫学研究で示
されている。一方で、この運動器の問題は体
重が重く足腰に負担がかかる肥満者におい
て好発し、肥満者の減量や糖尿病患者の血糖
コントロールのための身体活動・運動習慣を
阻害する要因としても注目される。我々が実
施した1年間の減量のための介入研究では、
研究からの脱落を引き起こすほど深刻な事
故や運動器の問題は発生しなかったが、238
名の肥満者のうち17％が軽微な足腰の痛み
や不調を訴えた（宮地元彦ほか, Prog Med, 
2010）。 

 平成20年度から始まった特定健診・保健指
導において、メタボリックシンドロームに焦
点を当てた生活習慣病の重症化予防対策が
進められているが、膝や腰の痛み、筋力や関
節機能低下などのロコモが、保健指導の参加
や継続にどの程度関係するかについては十
分に明らかになっていない。また、ロコモに
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該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
 そこで、本研究では特定保健指導のフィー
ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体
的な対策の確立
 
Ｂ．研究方法

研究計画の最終年度は

① ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

② コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

の２点を重点的に進めた。
 
（倫理面への配慮）
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。
 
Ｃ．研究結果
参照） 

①ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体
的な対策の確立を目的とする。

Ｂ．研究方法 

研究計画の最終年度は

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査

コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

の２点を重点的に進めた。

（倫理面への配慮）
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。

Ｃ．研究結果 （個別の詳細は各分担報告を
 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査 

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

を目的とする。

研究計画の最終年度は 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に
ついて横断調査 

コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析 

の２点を重点的に進めた。 

（倫理面への配慮） 
フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

該当する者あるいは保健指導の途中で運動
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に
ついてもほとんどエビデンスがない。 
そこで、本研究では特定保健指導のフィー

ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

を目的とする。 

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

コホートデータの収集と解析によるロコ

フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査
委員会の許可を得て実施した。 

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

途中で運動
器の問題が起こった者に対し、どのような対
策を取り、運動支援を提供するべきかに関す
るエビデンスは十分と言えない。また、ロコ
モの一次予防のための身体活動のあり方に

そこで、本研究では特定保健指導のフィー
ルドならびに既存の疫学コホートを活用し、
生活習慣病予防のための身体活動・運動の実
施と運動器の痛みの発現や緩和に関するデ
ータを収集すると同時に、生活習慣病予防を
阻害する要因としてのロコモに対する具体

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

コホートデータの収集と解析によるロコ

フィールドにおける調査においては、医療施
設が対象となる場合は該当施設の、その他施
設外の場合は実施者の所属施設の倫理審査

（個別の詳細は各分担報告を

ロコモ度テストと生活機能との関連性に

ロコモの評価尺度として設定したロコモ度
テストについて、その値が介護度や機能的自

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。
 
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ
れぞれ
りテストで両足
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ
るロコモ
評価するよう位
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。
 
②コホートデータの収集と解析によるロコ

②
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準
20013
日
たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。
 

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。
 分担研究者の村永からは、要介護に移行す
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ
れぞれ 2 ステップテスト
りテストで両足
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ
るロコモ 25
評価するよう位
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。
 
②コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析

②-1 活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準
20013 で推奨する週あたり
日 60 分）の身体活動量を満たす介入を受け
たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。
 

立度を反映することを確認する臨床データ
が新たに得られた。 
分担研究者の村永からは、要介護に移行す

る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ

ステップテスト
りテストで両足 20cm 立ち上がり不可で示さ
れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ

25 自記式評価法はこの自覚症状を
評価するよう位置づけられており、村永らの
結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で
あることが示された。 

②コホートデータの収集と解析によるロコ
モとメタボの関連解析 

活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出し
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準

で推奨する週あたり
分）の身体活動量を満たす介入を受け

たものは痛みの発症リスクが約
することが示唆された。

立度を反映することを確認する臨床データ

分担研究者の村永からは、要介護に移行す
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ

ステップテスト 1.1 未満、立ち上が
立ち上がり不可で示さ

れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ

自記式評価法はこの自覚症状を
置づけられており、村永らの

結果からは要介護リスクを判別する値とし
てすでに報告されている 16 点という基準値
が、実際の要介護現場のデータからも妥当で

②コホートデータの収集と解析によるロコ
 

活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン
トとした検討を実施した。 
分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま
で軽減したことを見出した。このことから、
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準

で推奨する週あたり 23 メッツ・時（
分）の身体活動量を満たす介入を受け

たものは痛みの発症リスクが約 50％に低下
することが示唆された。 

立度を反映することを確認する臨床データ

分担研究者の村永からは、要介護に移行す
る境界領域にある高齢者では歩行機能と立
ち上がり機能が低下しており、その程度はそ

未満、立ち上が
立ち上がり不可で示さ

れることが示された。運動器の状態評価には
機能テストに加えて、自覚的症状の要素を加
味する必要がある。ロコモ度テストに含まれ

自記式評価法はこの自覚症状を
置づけられており、村永らの

結果からは要介護リスクを判別する値とし
点という基準値

が、実際の要介護現場のデータからも妥当で

②コホートデータの収集と解析によるロコ

活動度が痛みに及ぼす影響について、
コホート調査において痛みをエンドポイン

分担研究者の宮地からは、運動習慣のない人
に活動量計を提供することで身体活動の増
加が得られ、さらにその群における腰痛の発
生リスクが運動習慣のある人と同等程度ま

た。このことから、
身体活動・運動の不足が手足や腰の痛みの独
立した危険因子であることが示された。 
また、国立健康・栄養研究所の大規模無作為
割付介入研究により、厚労省が身体活動基準

メッツ・時（1
分）の身体活動量を満たす介入を受け

％に低下

 



 

 

②-2 一方、肥満が痛みに及ぼす影響につい
て、分担者の松平は、腰痛および坐骨神経痛
が1年間なかった生活習慣病対策が必要な世
代の労働者が、その後、
動を阻害するロコモティブシンドロームの
主要症状である坐骨神経痛が新規に発生す
ることに対する危険因子として、肥満が重要
であったことを明らかにした。
 
②-3 肥満の背景因子については、中年男性
（30〜64
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